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我が国の地域における投資魅力度調査

調査の趣旨
o 政府は、海外の優れた人材や技術を日本に呼び込み、雇用やイノベ－
ションの創出を図るために、外国企業誘致を進め、2020年までに対内
直接投資残高を35兆円にすることを政策目標に掲げている。

o 2017年末の対日直接投資残高は、28.6兆円となり、4年連続で過去
最高額を更新しているものの、その多数は東京を中心とする一部の大都
市に集中している状況である。

o しかしながら、大都市以外の地域においても豊富な人材や卓越した研究
開発環境等、大きなポテンシャルを有しており、今後、2020年の目標達
成に向けては、地域への対日直接投資の促進が必要である。

o 地域における効果的な外国企業誘致を行っていくためには、特色ある
産業集積等の地域が持つ強みを見極め、外国企業が持つ販路・技術・
人材・ノウハウ等と結びつけていくことが重要となる。

o こうした課題認識から、地域への対日直接投資の取組をサポ－トする
目的で、I,Ⅱでは地域に着目し、Ⅲでは取組に着目した調査・分析を
実施した。

o 地域に着目したI福島編、Ⅱ福岡編に関する調査・分析は以下の3点で
構成されている。
① 各地域における産業発展の経緯、産業振興策や産業集積と

いった地域の特色を踏まえた誘致タ－ゲットとすべき業種及び
国・地域

② 誘致タ－ゲット（誘致したい分野の外国企業）の立地先選定
という視点を踏まえた地域の強み

③ 上記の強みを踏まえた効果的な誘致施策
o 特に地域の強み、魅力度の調査にあたっては、誘致を図る地方自治体
の想いだけではなく、立地先を選定する外国企業の視点も踏まえて分析
することが重要であることから、上記のうち、とりわけ②に主にフォ－カスを
当てている。

o 取組に着目したⅢオープンイノベーション編に関する調査は、東北大学と
フィリップスを中心とした先行事例について深堀りし、そこから得られる示唆
をもとに、地方自治体がオープンイノベーションを強みとして、外国企業誘
致に取り組む際に有効なポイントをまとめたものである。 2
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1－1) 誘致タ－ゲットとすべき外国企業の業種
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1－1)－① 福島県の現状認識
o 福島県においては1970年代以降、水資源や地盤の安定性等に着目したオリン
パスやジョンソン・エンド・ジョンソン、また、ベクトンディッキンソン等、多くの大手医
療機器メ－カ－が進出した。

o さらに、これら大手メ－カ－の進出に伴い、部材等を供給するサプライヤーとして、
医療機器関連産業に携わる福島県内企業の増加・成長が促され、産業基盤と
して拡大を続けてきている。

o こうした状況を踏まえ、福島県では経済政策として、2001年に福島県新長期
総合計画「うつくしま21」を策定。将来的に高い成長が期待される分野として、
医療福祉機器分野を位置付けるとともに、地域を挙げた医療機器関連産業の
振興に力を注いできた。

o 2005年には、福島県が『福島県医療福祉機器研究会』を設立、①大学、高
等専門学校、公設試験研究機関等の研究者、②本研究会の趣旨に賛同する
県内企業、及び③県、市町村及び中小企業支援機関等を構成メンバ－とした
研究会開催を通じ、産学官交流と連携による研究開発の一層促進と、地域関
連企業の技術基盤強化を図ってきた。

o こうして長年にわたって築いてきた医療機器関連産業クラスターを土台に、2011
年の東日本震災以降は、医療機器関連産業の更なる発展を復興プロジェクト
の柱の1つとして掲げている。

o 福島県は今後、県内へ医療機器関連企業の投資を呼び込むことで、グロ－バ
ルな集積を進め、県内経済の活性化や雇用拡大等、復興の加速化につなげる
とともに、日本全体の医療機器関連産業の更なる発展の一翼を担うことを企図
している。

Ⅰ. 福島編







我が国の地域における投資魅力度調査

11

1－1)－③ 福島県における医療機器関連企業の集積

o 福島県においては、先述のとおり、1970年代以降大手医療機器メ－カ－が
多数立地していることから、その製造を支えるサプライチェ－ンが集積してきた。

o これらの企業群は、製造業内の他業種を経たうえで、医療機器関連産業に
展開してきた企業も多いことから、他業種で培った経験やノウハウを医療機器
関連産業においても活用し、多様なニ－ズの受け皿となる対応力を蓄積
している。

o そのため、特定領域やニッチ領域における、独自性の高い技術力・ノウハウが
サプライチェ－ンの大きな強みとなっており、他社では見られない、特徴・特色
を持つ企業の集積が見られる。（詳細は後述）

o 加えて、医療・福祉機器の事業化に向けた取組を企業と連携して熱心に取り
組む大学、及び研究開発機関も集積しており、今後の世界的な高齢化に対
応する新たな製品の開発に必須となる研究開発力・技術力が福島県のポテン
シャルの核をなしている。

①福島県が医療機器クラスタ－の形成・発展を政策目標と
している

②医療機器関連産業の市場拡大が見込まれる
③外国企業にとっても魅力的な独自性の高い技術力を有する

地元企業や事業化を支援する研究開発機関等が存在する

これらを勘案すれば、医療機器関連産業を福島県の
誘致タ－ゲットとして設定することは意義が大きいものと考えられる。

Ⅰ. 福島編
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1－2) タ－ゲットとすべき国・地域
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1－２)－① グロ－バル企業の誘致
o 先述のとおり、日本の市場規模や福島県の医療機器関連産業に関するサプライ
チェ－ン及び製品開発を支える大学・研究機関の集積から、世界の高齢化を見
据え、その先頭を走る市場として、日本において医療機器の開発、日本市場及
びグロ－バル市場への展開を模索する外国企業が、一つの有力なタ－ゲットとし
て想定される。

o グロ－バルの医療機器関連市場に目を向けると、その売上高トップ15は、米国
企業及びドイツ企業を中心とする欧州企業が独占し（表１参照）、米国企業
及び欧州企業の存在感が大きく、誘致タ－ゲットとすることに適している。

o また、上述の日本及び福島県の特色を踏まえると、グローバルに展開する米国・欧
州企業は、製品開発・製造、販売を目的とした進出が想定されることから、
研究開発拠点、製造拠点及び販売拠点としての進出（単独もしくは合弁会社
設立）や県内企業との共同研究・共同開発等を目指した誘致を図ることになる。

表1. 世界の売上高上位の医療機器企業
#企業名 国 売上高（百万USD） 会計年度
1.Medtronic Plc アイルランド 29,710 04/2017
2.Johnson & Johnson 米国 25,119 12/2016
3.GE 米国 18,291 12/2016
4.Fresenius Medical Care ドイツ 17,911 12/2016
5.Siemens ドイツ 14,988 09/2016
6.Cardinal Health 米国 13,524 06/2017
7.Danaher 米国 13,189 12/2016
8.Royal Philips オランダ 11,418 12/2016
9.Stryker 米国 11,325 12/2016

10.Baxter Intl 米国 10,163 12/2016
11.Becton Dickinson 米国 8,654 09/2016
12.Boston Scientific 米国 8,386 12/2016
13.Abbott Laboratories 米国 7,709 12/2016
14.Zimmer Biomet Holdings 米国 7,684 12/2016
15.B. Braun Holding AG ドイツ 7,098 12/2015
16.3M 米国 5,527 12/2016
17.オリンパス 日本 5,313 03/2017
18.テルモ 日本 4,748 03/2017
19.Smith & Nephew 英国 4,669 12/2016
20.DENTSPLY SIRONA 米国 3,745 12/2016
21.CR Bard 米国 3,714 12/2016
22.富士フイルムホールディングス 日本 3,546 03/2017
23.Getinge B スウェーデン 3,475 12/2016
24.Varian Medical Systems 米国 3,219 09/2016
25.Hologic 米国 2,833 09/2016

出所：経済産業省 我が国医療機器のイノベーション加速化に関する研究会資料 我が国医療機器産業の現状

Ⅰ. 福島編
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1－２)－② 成長市場からの企業誘致

o 先述のとおり、医療機器関連産業は老年人口の伸びや医療福祉予算の規模
等に依拠して、成長することが予想される。

o 特に、中国をはじめとするアジア各国にあっては、日本に次いで高齢化の進展が
見込まれる（図５参照）ものの、JETROによるこれらの国における医療機器
市場調査によると、医療機器に関しては、輸入に依存する構造になっている。

o しかしながら、これらの国々では医療機器関連市場の成長率が高い（図６参
照）なか、輸入依存から脱却し、国内製造の拡大にむけた機運も高まっている。
特に、ASEAN最大級の医療機器展示会「メディカル・フェア・タイランド」を開催
する等先進的な取組みを行うタイは、投資奨励法による医療機器メ－カ－に
最大8年間の法人税免税等の優遇措置を設ける等、政府として力を入れてい
る。タイ以外の域内の国々も同産業に対する支援を手厚くする傾向にある。

o このような状況から、高齢化の進展を見据え、先行する日本の技術力やノウハ
ウに学び、自国での医療機器産業の育成を図ろうと模索する東南アジアの企業
にとって、福島県内の企業との合弁企業設立等による共同研究・共同開発等
を行うことは有益でありインセンティブが働く。また、福島県内企業にとっても、相
手国への市場参入・拡大を図るという観点からwin－winの関係となり得る。

o 以上のことから、東南アジアの企業は有力なタ－ゲットとなり得る。

o なお、成長期・発展段階の東南アジア企業にとっては、福島県内企業から開
発・製造等のノウハウを学びつつ新製品を開発することが進出の主目的であり、
連携相手となる県内企業にとっては、東南アジア市場への開拓の契機としたい
ことから、合弁会社の設立を目指した誘致を図ることが１つの目標となる。

図５. 65歳以上の人口構成

出所：JETRO 世界の医療機器市場の最新動向（2016年）

Ⅰ. 福島編
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1－２)－② 成長市場からの企業誘致（続）

図６. 市場規模の大きい先進国、伸び率の高い新興市場

出所：JETRO 世界の医療機器市場の最新動向（2016年）

Ⅰ. 福島編



我が国の地域における投資魅力度調査

15

ⅰ）単独出資・進出
- 自社経営方針を徹底できる。ただし、合弁と比較して、投資額とリスク
がより大きくなる。これまで、国内外の大手メーカーを中心に、工場
建設や事業所の設置等が実施されている。

◦ より機動的な経営判断・業務執行
市場・事業環境の変化が激しい医療機器関連産業において、単独出資
により、他社と折衝を挟まず、自社内の意思決定で足りるため、より
機動的・スピーディーに経営判断・業務執行を行うことができる。

◦ 準備期間の短縮
他社との調整を要さないため、準備期間が相対的に短縮できる。

ⅱ）福島県内企業に対する出資
- 福島県内企業に対する投資を通じて、現地における医療機器関連産業に
関与することができる。

- 福島県外企業がビジネスパートナー/投資家として医療機器関連産業の福島
県内企業に対して出資を行い、その出資関係に基づく協業・連携を行って
いる福島県内企業もある。

◦ エッジの利いた企業の経営者との連携
投資家として、エッジの利いた福島県内企業の経営者と連携することが
可能になる。投資を受けた企業側は、出資による経営構造上の連携
体制により、経営・意思決定のスピードや成長を加速させることができる。

◦ 出資による関係の深化
福島県内企業に対する出資を通じて、投資企業と投資先企業の
関係性が深まり、事業上の効果的な連携につながる。

1－２)－③（参考）主な投資・進出の選択肢
o 外国企業が福島県の医療機器関連産業に対して投資・進出する際の選択肢
として主に以下が挙げられる。

Ⅰ. 福島編
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ⅳ）共同開発・共同研究
- 福島県内企業が有するユニーク且つ高度な技術・ノウハウをもとに、他社が
有する経験、市場アクセス、技術・ノウハウを融合させ、新規性の高い技術・
製品の開発につなげることができる。

- 特に、輸送コストが高い事業領域を中心に、物理的な製品・商品の授受
ではなく、技術・ノウハウのライセンシング等により、福島県内企業が持つ
技術・ノウハウを海外に輸出し、現地で生産するスキームも多く見られる。

◦ 新規性・独自性の高い技術・製品の実現
福島県内企業の強みである特徴的な技術・製品をもとに、より新規性・
独自性の高い技術・製品の開発し、競争力の強化や新たな市場への
展開を実現することができる。

ⅲ）合弁企業の設立
- とりわけ、医療機器関連産業においては、投資額も大規模になりがちであり、
また、規制動向の波も受けやすく、単独ではリスクが大きくなる。

◦ 投資額の抑制、リスクの低減
新しい国・地域に展開する際、「合弁」を活用することにより、投資額の抑制
とリスク低減につながる。

◦ 相手企業が持つアセットをレバレッジ
また、相手企業が有するネットワーク（協力会社、販売網、政府機関等）
や相手企業が保有する設備の利用等が可能となる。自社で構築するまたは
賄う際に要する負担を大きく抑制できる。

◦ 慣行、手続きへの対応が容易に
医療機器関連産業では、特有の許認可や慣行への対応が、外国企業に
とって大きな負担となる。外国企業単独では対応困難である許認可や慣行
に対して、日本企業の力を借りることで、より円滑に対応することができる。

◦ 相手企業と意思疎通・コミュニケーションが鍵
合弁による海外への進出・投資の失敗要素として、相手企業との衝突・すれ
違い、コミュニケーション不全によるトラブルが含まれる。事前の相手企業との
相互理解の醸成と、十分な意思疎通・コミュニケーションが必要となる。

1－２)－③（参考）主な投資・進出の選択肢（続）

Ⅰ. 福島編
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1－３)－①
一般的な外国企業における意思決定プロセス（続）
ii) 国内企業と比較した検討ポイント

訴求ポイント/課題 外国企業 国内企業

立地条件、
アクセス

• 本国や主要海外
マ－ケットとの近接性

• 直行便等の移動手段
• 移動のコスト

• 既に土地勘がある
• 調査が容易

産業集積の
優位性

• 外国企業と取引経験の
ある企業の有無

• 海外展開をしている
企業の有無

• 取引先の有無

人材確保
• 採用手順、時期の相違
• 国内での認知度の低さ
• 言語力・国際人材の環境

• 従前の人材確保と
同様（通常の採用を
行う）

言語の問題 • 外国語でのコミュニケ－ション
が必要 • 問題にはならない

独自の商習慣
• 日本市場や商慣行の理解
• 本国と異なる規制
（働き方、労務管理等）

• 理解が既にある、
または理解が容易

規制・許認可制度
が困難

• 投資・進出の大きな課題
• 多言語対応の照会サ－ビス
が必要（入国管理、銀行
口座等）

• 課題ではあるが、
言語面は問題無し行政手続き

の煩雑さ

外国人の
生活環境

• 外国語対応が可能な教育
機関、医療サ－ビス、災害
時の対応等

問題にはならない

o 投資・進出において、外国企業が検討する課題を把握し、これらに対する
支援や取組みを、外国企業に対する訴求ポイントとして整理し、伝えること
が有効である（表２参照）。

Ⅰ. 福島編

表２. 外国企業に対する訴求ポイント（国内企業との違い）
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1－３)－②
タ－ゲットとすべき外国企業における検討のポイント
i) 米国・欧州企業

o 外国企業の本社は、日本をアジアの一地域として見ているため、日本への拠点
設置を検討する場合、日本のビジネス環境・市場について、アジアの他地域との
比較も行いながら検討を進めている。

o 企業のグロ－バル戦略の中で、自社のビジネスを拡大するために、日本で何が
できるか、なぜ日本・福島県なのかという観点を、アジア地域の中での優位性を
社内・社外に説明する必要がある。

o そのため、アジア地域の担当者が、企業の意思決定者に対して、説得できるよう
な材料を提供していくことが重要となる。

ii）東南アジア企業
o 日本企業が持つノウハウ等の吸収を目的とする東南アジアの企業にあっては、

これまでの取引・輸入実績等を重視する傾向がある。

o その点、東南アジア企業にとって、これまで、米国、日本、ドイツが主要な取引
相手になっており、米国、ドイツと比べて、地理的に近接している日本はアドバン
テ－ジが大きい。

o また、東南アジア企業は、上記の国々の主要企業と比べると、比較的、企業の
規模が小さく、そのノウハウ・販路も発展途上にあることから、進出候補国での
連携候補企業とのマッチングに課題を抱えている。

o ゆえに国・地方政府間でのMoU締結を含めたビジネス協力関係の構築により、
双方の企業が出会う機会を提供する等、パブリックセクタ－による環境整備が
重要となる。

Ⅰ. 福島編



2. 福島県の強み

Ⅰ. 福島編

2－1) 医療機器関連産業の集積

2－2) 大学等の研究開発拠点

2－3)  行政の支援・サポ－ト体制

2－4) 福島県の交通・輸送インフラ









我が国の地域における投資魅力度調査

2－1)－① 福島県における医療機器関連産業の概況（続）
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o 福島県に医療機器の受託生産が集約しており、日本最大の受託生産地と
なっている（図10参照）。

o また、医療用機械器具に用いられる部品についても、同様に、日本最大の
生産地となっている（図11参照）。

o これは福島県において、医療機器メーカーや福島県内企業（中小～零細）
が集まることにより高い生産機能が福島県にあることを示している。

出所：厚生労働省 薬事工業生産動態統計調査、福島県庁等

日本最大規模の生産機能を有する福島県
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図11. 医療用機械器具の部品等生産金額/ランキング ［福島県］
（億円）
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図10. 医療機器受託生産金額/ランキング ［福島県］
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出所：厚生労働省 薬事工業生産動態統計調査、福島県庁等

Ⅰ. 福島編



















我が国の地域における投資魅力度調査

2－1)－③ マッチング・事業機会の創出の取組

33

（取組事例）メディカルクリエーションふくしま
 福島県における旗艦イベントとして、一般財団法人ふくしま医療機器産業推進機構
により、2005年から年次で開催されている。毎年10～11月の秋頃に開催され、
2018年で第14回目となる。

 メディカルクリエーションふくしま2018年（2018年10月18～19日開催）は、出展
企業・団体が200程度、参加者も3,600人超にまで達し、医療機器関連産業の
イベントとしては、極めて大規模な取組となっている。

 海外からの出展・参加企業数や来場者数も共に伸び、「医療機器ふくしま」のシンボル
として、世界からも一目置かれる展示会になりつつある。

 国内外の医療機器製品メーカー及び関連部品メーカー等による出展・展示、また、
各種セミナー、外国企業の招へいが行われている。

 医機機器関連メーカーと福島県内製造業・大学との技術交流、福島県内製造業の
得意とする製造技術の展示と、医療機器関連メーカーによる最新医療機器の展示、
研究開発担当者・エンジニア間の技術交流を通じて、新技術開発や新商品創出に
つなげている。
図14. メディカルクリエーションふくしま 開催風景

o 福島県の医療機器関連産業を盛り立てる取組として、商談、マッチング機会創出
に向けたメディカルクリエーションふくしま等をはじめ、様々なイベントが県内関係者が
中心として企画・実施されている。規模も拡大しており、投資・進出を検討している
外国企業にとっては有用な機会となっている。

福島県におけるマッチング・事業機会の創出の取組

･･･

商談・マッチング
機会を提供することの

効果・メリット
公的機関との連携・コミットメントの提示

国内外における認知度の向上

連携に向けたマッチング、取引先の拡大
国内外の市場動向の把握

ニーズや反応の把握

Ⅰ. 福島編
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（取組事例） 海外関連イベントによるマッチング
 欧州や東南アジアを中心に、海外の大規模な商談イベントにも、福島県庁や
ふくしま医療機器開発支援センターの支援のもと、福島県内企業が出展している。

 直近の参加・出展実績のある主なイベントは以下の通り。
Medical Fair Asia 2018 （シンガポール）県内企業 計９社出展
Medical Fair Thailand 2017 （タイ） 県内企業 計８社出展
MEDICA/COMPAMED 毎年参加（ドイツ）県内企業 延べ４８社出展 等

図15. Medical Fair Asia 2018 開催風景 （福島県出展ブース）

o 医療機器関連産業に力を入れる諸外国との行政機関相互の連携も進んで
おり、2014年にドイツのノルトライン＝ヴェストファーレン州（NRW州）、また、
2017年にタイ王国工業省等との間で、医療関連産業における連携に向けた
覚書（MoU）を締結した。

o また、諸外国に対する調査や展開支援事業も実施され、これらがきっかけとなり、
県内企業による積極的な海外展開、外国企業とのビジネス交流や協働機会の
創出につながっている。

医療機器関連産業の先進国/成長国との連携の後押し

o 日本のみならず海外市場も見据える中、出展を通じて、ニーズの動向を把握し、
事業機会を探っている。また、海外の販売網やネットワーク、現地ユーザー・消費
者に対する知見、慣行面の知見を有している
外国企業の発掘、関係構築を念頭に置いている。

福島県内企業の主な狙い

o 国外のイベント等における出展機会を通じて、外国企業との関係を構築・深化
させている。実際に、このような取組が、外国企業との連携・コラボレーションにつな
がった事例もある。

o 直近の事例として、ピュアロンジャパンが昨年タイで開催された「Medical Fair 
Thailand 2017」において、福島県ブースを通じて出展したところ、現地企業と知
り合い、これがきっかけとなって、2018年に合弁企業を設立する合意に至った。

連携・コラボレーションの創出の実績、直近の事例

Ⅰ. 福島編
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ＵＲＬ （一般財団ふくしま医療機器産業推進機構のサイト内）
http://www.fmdipa.jp/db/index.php

福島県内企業に関する情報へのアクセス

（取組事例）福島県医療産業企業データベース
 医療機器関連産業における福島県内企業について、一般財団ふくしま医療機器
産業推進機構のサイトにおける、「福島県医療産業企業データベース」により、地域
ごと、カテゴリーごとに検索することが可能である。

 カテゴリー及び所在地域ごとに福島県内企業の企業名、代表者氏名、住所、
連絡先（電話・FAXの番号）、コメント（事業概要等）を効率的に検索できる。

o 企業情報の収集を行う際、一般的に、中小規模から零細に近い企業になると、
基礎的な企業情報ですら、入手が困難であることも少なくない。

o 医療関連産業に携わる福島県内企業の基礎情報については、県がデータベース
で管理、ＨＰ上で公開されており、基礎情報の収集を円滑に行うことができる。

出所：一般財団ふくしま医療機器産業推進機構 福島県医療産業企業データベース

図16. 福島県医療産業企業データベースのトップ画面

Ⅰ. 福島編
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o 福島県内には、医療機器関連産業を支える理系人材を輩出する大学等高等
教育機関が豊富である。毎年、多くの卒業生を育成・輩出し、 研究開発について
も多くの成果をあげている。

医療機器関連産業の人材を輩出する大学等高等教育機関

出所：福島県立医科大学公式サイト

ⅰ）福島県立医科大学（福島市）FUKUSHIMA MEDICAL UNIVERSITY

- 医療・福祉機器に係わる研究が幅広く行われ、とりわけ、医療・福祉機器の事業
化に向けた取り組みを、企業と連携して熱心に取り組んでいる。

• 医療従事者から効率的な業務推進を実現するための課題やニーズの聞き取り
を通じて調査、それらに対する解決策が事業としての機会（ビジネス上のチャン
ス）となるかを検討し、医療機器関連産業の企業と連携し、新しい事業・サービ
スの開発につなげている（以下は事例）。
 会津ラボ 医療従事者向け計算機アプリ 「ガンマ計算」

「⼆次救命処置トレーニングアプリ ～ACLS Case Scenario～」
 モリタ 「Ti ハニカムメンブレン」
 日本シーエイチシー 「検診用パンツ」
 富士通ホーム＆オフィスサービス

「キレイヤサイ（植物工場で栽培した機能性野菜）」 等
• また、福島県立医科大学内の研究結果について、企業に対する製品開発
活動に資するように編纂・公開し、企業にとって新たな事業機会の創出に
つなげている。

新たな事業機会の模索、事業・サービスの共同開発

図17. 福島県立医科大学による企業との連携（全体像）

Ⅰ. 福島編
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2－2)－①研究シ－ズ、共同研究の取組（続）

39出所：日本大学公式サイト

ⅳ）日本大学 工学部 （郡山市） NIHON UNIVERSITY

• 日本大学の工学部及び工学研究科であり、1947年に東京都内から福島県
郡山市へ移転している。

• 健康・環境問題を重視するライフスタイルを指すロハス（LOHAS：Lifestyles of 
Health and Sustainability）の観点を工学に取り入れている点が特徴である。

• 日本大学工学部は2013年より、医学部と連携し、国家資格「臨床工学技士
（人工心肺装置、人工透析装置、人工呼吸器、心臓ペースメーカー等医療
機器の専門家）」の受験資格が得られる臨床工学技士課程を設置した。

• 進む高齢化、新たな産業の一翼を担う医療機器について熟知した臨床工学技士
への高まる社会的ニーズに応えていくことを目的としている。

臨床工学技士課程の設置

• 設置以来、医療機器や医療診断機器の開発研究において、世界トップレベル
の研究実績があり、日本大学が世界に誇る、日本初のバイオメディカル工学
(Biomedical Engineering)の研究拠点にもなっている。

• 現在は「グローバルネットワークによる次世代医療機器開発とバイオマスメディカル
工学研究拠点形成」のプロジェクトが進められている。

• 直近３年間の次世代工学技術研究センターから発せられる学術論文発表は
285編、特許出願36件、企業への技術移転14件に達し、研究成果を発信し
ている。また、同センターの取り組みに対して、外部の関心も高く、外部からの見
学者も6,000人にまで達している。

• 日本大学の次世代工学技術研究センターの主な取組は以下の通り。
 ACTIVE AGINGを支援するバイオメディカル工学
 ロハスのドローンプロジェクト
 工学研究所半導体薄膜結晶性評価プロジェクト
 産総研福島再生可能エネルギー研究所・
日本大学工学部連携推進プロジェクト

 高次構造制御ロハスセラミックスの創製プロジェクト
 生物境界面の機能工学プロジェクト
 ものづくり未来プロジェクト
 ロボットシステム基盤プロジェクト
 「ロハス工学」教育教材開発プロジェクト
 グローバル社会で活躍する人材創出プロジェクト

次世代工学技術研究センター

Ⅰ. 福島編
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o 福島県が主導となり、これまで長きにわたり、医療機器関連産業の育成の
ために様々な支援施策が行われている。

o 医療機器関連産業は時々刻々と規制や事業環境が変わりゆくため、企業
単独ではリスクが高くなる中、行政による支援が手厚い点、とりわけ、官民が
密に連携している点は福島県の大きな魅力となる。

o また、2017年に開設された、ふくしま医療機器開発支援センターも、開発
支援のみならず、幅広い支援を提供している。

福島県庁 医療機器関連産業集積推進室 （福島市）
- 医療機器関連産業育成に向けた様々な支援策（情報提供、補助金、
ビジネスマッチング・商談機会の支援等）を企画・立案している。

- 医療機器関連産業の福島県内企業に幅広いネットワークを有しており、
医療関連産業のハブ（結節点）として機能している。

- また、海外市場への展開や外国企業とのマッチングを含め、企業に対する
助言を提供する「地域間交流コーディネーター」を配置している。

• 福島県庁が中心となり、福島県内企業をまとめ、医療機器関連産業で成長を
目指す企業間で互いに支え合う環境（エコシステム）が醸成されている。

• 官民一体による綿密な連携による海外進出や販路拡大といった具合的な行動
やアクションにつながっている。

①官民一体による海外展開・投資呼び込み

• 開発段階の補助金や開発支援機関（ふくしま医療機器開発支援センター）
等により、開発や事業化をサポートする体制が整っている。

• これにより、開発スピードを高めると同時に、開発への挑戦を支えている。

②開発への挑戦を支える支援体制

• 事業化を支える人的なサポート体制（福島県庁、コーディネーター、医療
機器開発支援センターの事業経験者等）により、経験・知見、人的ネット
ワークを補完する体制が整っている。

• とりわけ、外国の政府機関、企業、高等教育機関等との人的ネットワークを
有する人材が配置されることにより、現地におけるパートナー候補の発掘や
情報収集等が可能になるほか、企業間のマッチングや交渉・調整を支える
ことで投資・事業提携につなげている。

③人的な支援体制

福島県における行政の支援・サポート体制の特徴

Ⅰ. 福島編
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福島県における行政の支援政策

補助対象領域：工場・物流施設・試験研究施設・コールセンター等
補助の上限額：30億円（場合によっては50億円）
• 工場立地に係る初期投資額、土地取得費、建物及び設備取得費、これらと
合わせて実施する付帯工事費に、一定の補助率の範囲内で補助するもの

• 福島県の復興再生に寄与するため雇用の創出を通じて地域振興の貢献が
期待される企業に対し交付されるもの

①津波・原子力災害被災地域雇用創出立地補助金 【補助金】

補助対象領域：工場・物流施設・試験研究施設・コールセンター・店舗・宿泊施設・社宅等
補助の上限額：30億円（場合によっては50億円）
• 工場立地に係る初期投資額、土地取得費、建物及び設備取得費、これらと
合わせて実施する付帯工事費に、一定の補助率の範囲内で補助するもの

②自立・帰還支援雇用創出企業立地補助金 【補助金】

税制優遇の対象領域： 医療機器関連産業 等
• 新規立地新設企業の法人税を実質5年間無税
• 機械・装置、建物等の投資に係る特別償却又は税額控除
• 被災雇用者に対する給与等支給額の10％を税額控除
• 開発研究用減価償却資産の即時償却及び税額控除
• 施設・設備の新増設による事業税、不動産取得税、固定資産税の課税免除等

⑤「ふくしま産業復興投資促進特区」による課税の特例 【税制】

補助対象領域：廃炉、ロボット、環境・リサイクル、エネルギー、農林水産業、医療機器等
補助の上限額：7億円
• イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業との連携による
地域振興に資する実用化開発等費用を支援するもの

③福島イノベーション・コ－スト構想推進施設整備等補助金 【補助金】

o 福島県において活用可能な主な支援政策は以下の通り。

注記：2018年末時点の支援政策であり、今後変更となる可能性があるため、確認することが望ましい。

Ⅰ. 福島編

補助対象領域：医療機器・福祉機器、その構成部品の研究開発
補助の上限額：2.8億円
• NRW州又はタイ王国企業や研究所、大学等と共同で同一テーマによる医療機器・
福祉機器やその構成部品の研究開発を行うもの

• 福島県内に本社・製造拠点を有し、医療機器等の製造・納入歴があり、共同研究
開発先のNRW州又はタイ王国企業等との連携体制が敷かれていることが要件

④医療福祉機器開発等支援「NRW州・タイ王国連携型」【補助金】
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ものづくり企業 & 医師
ものづくり企業の開発する医療機器について医師による
実証試験を実施し、使用感や改善点等について意見交換を行
う場を設定

事例１．開発中医療機器のユーザビリティ評価

ものづくり企業 & 医師
新規参入を希望するものづくり企業が開発を検討する医療関連
製品について医師との意見交換場を設置、医療現場での
ニーズとのマッチングを実施

事例２．保有技術と医療ニーズとのマッチング調査

医療機器メーカー & 看護師等コメディカル
医療機器メーカーが開発する医療機器について、看護師、
臨床検査技師、理学療法士等使用者と意見交換を行い、
現場のニーズや、開発機器の評価・改良点等を伺う場を設定

事例３．開発機器の製品化に関する意見交換

ものづくり企業 & 専門家
企業の薬事申請等についての支援を行うため薬事戦略専門家
より、企業に対し薬事申請書の作成等について具体的アドバイ
スを提供

事例４．薬事戦略専門家との相談

ものづくり企業 & 専門家
企業の販路拡大に向け、国内外の展示会への出展支援
のほか、海外販路を目指す企業へ専門家が個別に随行し、
マッチング支援を実施

事例５．販路拡大随行支援（国内・海外）

ふくしま医療機器開発支援センターによる支援実施例
o 医療機器関連産業に関するサービスや支援について、ワンストップで提供できる点が

同センターの“売り“であり、様々な支援を実施している。

Ⅰ. 福島編

外国企業に対しても開かれた門戸
o ふくしま医療機器開発支援センターは、日本企業が中心となっているが、外国企業に

対しても支援の門戸を開けている。







3. 魅力を踏まえた戦略策定と
効果的な誘致施策

Ⅰ. 福島編

3－1) 効果的なPR

3－2) 県内企業との関係構築・マッチング機会の創出

3－3) 進出時のサポ－ト・進出後のフォロ－アップ
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① PRポイントの明確化
o 誘致ターゲット企業の特性、進出の選択肢を念頭におき、そのターゲット毎にPR
ポイントを明確にする必要がある。

o グローバルに展開する米国・欧州企業に対しては、研究開発拠点、製造拠点
及び販売拠点としての進出（単独もしくは合弁会社設立）や県内企業との
共同研究・共同開発等を想定してPRポイントを検討する必要がある。

o その際、重要な観点としては、日本への進出を検討する投資担当者や投資
拡大を志向する日本法人担当者がグロ－バル本社に投資に対する理解・
承認につながる材料を示すことである。

o 行政による対日投資促進事業や既存支援に関する情報、具体的には政府・
地域が外国企業の日本でのビジネスをバックアップしているというアピ－ルや説得
のサポ－トとなる戦略的な統計情報等は、グロ－バル本社の決裁を得る材料と
なり得る。

o また、産業集積を担うビジネスパ－トナ－とのコ－ディネ－ト機能もPRポイントと
なり得る。福島県では、進出前だけでなく、進出後も外国企業が日本でのビジ
ネスを軌道に乗せられるように、定期的なマッチング支援を行っていること、「ふくし
ま医療機器開発支援センタ－」において開発から事業化まで一体的にコ－ディ
ネ－トする機能を有している点等を的確にまとめ、発信することが有効である。

o 先述のとおり、福島県には医療機器関連産業の誘致に関し、様々なポテン
シャルがあるものの、今後グロ－バルでの認知度を高めていく必要がある。

o 特に医療機器関連産業においては、神戸市の医療クラスタ－や、静岡県の
ファルマバレ－等、国内だけでも競合する地域があり、アジア地域にあっては、
上海周辺の揚子江デルタ地域や深圳周辺の珠江デルタ地域等、より大規模
なクラスタ－も形成されつつある。

o これらの点を勘案し、独自性の高い技術を持つ企業の集積、医療機器の開発
から事業化までを一体的に支援する「ふくしま医療機器開発支援センタ－」の
存在といった、上述の福島県の医療機器関連産業の強みを、米国・欧州企
業向け、東南アジア企業向け、それぞれのタ－ゲット毎に的確に伝え、実際に、
これら企業にアプロ－チを行う戦略を策定し、その戦略に基づいた誘致活動を
実施することが重要である。

o そこで、戦略の策定もしくは誘致施策の核となると考えられる取組を以下のとお
り提案する。

Ⅰ. 福島編
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① PRポイントの明確化（続）
o 成長期・発展段階にある東南アジア企業に対しては、開発・製造等のノウハウを
得つつ、新製品開発を志向する企業との合弁会社の設立を想定してPRポイント
を検討する必要がある。

o このパタ－ンにあっては、合弁の相手方となる地元企業との協力が欠かせない。
そのため、東南アジアへの進出に意欲を持つ地元企業の強みを的確に整理する
ことが重要となる。

o 加えて、東南アジア企業が参加する医療機器関連展示会に、行政がリ－ドし、
地元企業を連れて出展する等、個社の強みをPRする機会を作る必要がある。

② イベント・仕掛けづくり等のPR手法
o 福島県では2005年より、医療機器の展示会である「メディカルクリエ－ションふく
しま」を開催する等、国内外の医療機器関連産業の関係者が集まる仕掛けづ
くりを行っている。

o 200社4,000人弱の規模で行われる医療機器関連産業の展示会は国内で
もトップクラスの規模となっており、外国企業誘致のチャンネルとしての活用余地
も大きい。

o そこで、こうした大規模イベントと合わせた誘致タ－ゲット企業の招へい活動を
継続的に取り組むことが重要である。

o 具体的にはイベントの場を活用して、外国企業と県内企業のビジネスマッチング
を着実に継続していく他、トップセ－ルス等の効果的な手法により外国企業に
対して県内の投資環境のPRを行う。

o このことは県内企業においても、現状念頭に置いている自らが海外市場に打って
出るという意識に加え、外国企業との合弁会社設立や共同開発等の意義が浸
透していくことが見込まれ、地域全体での投資誘致の取組が加速する。

o また、首長等が誘致タ－ゲット国・地域に出向き、当該国・地域や地方政府や
関係機関、企業に福島の魅力と投資を歓迎するという姿勢を伝える、トップセ
－ルスも重要な取り組みである。

Ⅰ. 福島編
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② イベント・仕掛けづくり等のPR手法（続）
o なお、PRに当たっては、行政手続き、補助制度の多言語対応も重要である。

o 本社の意思決定に際しては、行政手続きや補助内容について翻訳を行った上
で説明することが必須となるが、この翻訳の作業に時間・費用が掛かることは、
進出を検討する外国企業にとっては負担となる。

o また、ウェブサイト等を英語に限らず、多言語展開を行うことで、“外国企業を
歓迎します”、という明確な意思表示にもなる。

o 外国の先進的な事例に目を向けると、フランスのリヨンは計９か国語、ドイツの
NRW州は計８か国語による外国企業向けウェブサイトを構築しており、多言語
展開を積極的に行っている。

o PRに使用する媒体としては、昨今、ターゲットのセグメント化を容易にできる観点
から、デジタル広告を重視することが有効と考えられる。

o さらには、ターゲット特性を考慮し、「見せるPR」ではなく、「読ませるPR」を多用
することで、より深い理解が得られるPRが可能となる。

Ⅰ. 福島編
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o 外国企業の誘致にあたっては、外国企業のパ－トナ－となりうる県内企業との
関係構築が不可欠であり、県内企業と外国企業の効果的なマッチング機会を
コ－ディネ－トする役割が行政側に求められる。

o 進出を検討する外国企業とのマッチング可能性が高い県内企業をコ－ディネ－ト
できるよう、①県内企業に対して、外国企業との連携・協業に前向きな意識を醸
成しておくこと、及び②県内企業の得意分野、製品・サ－ビスの特徴等に係る情
報を集約しておくこと、これらがそれぞれ必要である。

o 医療機器関連企業においては、各社がどのような医療機器を製造できるのか、
関連サ－ビスを提供できるのか等を把握し、情報を事前に整理しておくことで、
円滑、且つ成約確度の高いマッチングが可能となる。

o その点、ふくしま医療機器産業推進機構が整備している「福島県医療産業
企業デ－タベ－ス」や同機構が有するものづくり企業等とのマッチング機能は、
個社に対するマッチング機会やイベントを通じた複数社に対するマッチング機会
において更なる活用が期待できる。

o イベント等でのマッチング後のフォロ－アップも重要となる。結果的に進出に至った
場合、至らなかった場合ともに、その要因を外国企業側へのアプロ－チとともに、
県内企業側からも適切に分析することで、外国企業誘致における強みの置き方、
タ－ゲットの定め方、アプロ－チ方法等が適切だったかどうかの検証につながり、誘
致事業そのもののブラッシュアップにつながる。

o そのため、そうしたフォロ－アップまでを一連のプロジェクトとして計画していくことが
重要である。

Ⅰ. 福島編
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3－3) 進出時のサポ－ト・進出後のフォロ－アップ
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o 投資の検討段階にとどまらず、進出時のサポ－ト・進出後のフォロ－アップも重要
である。

o 地域に進出する外国企業の意思決定において、自治体の支援の手厚さは、
大きな要因の一つになる。

o 福島県にあっては、津波・原子力災害被災地域雇用創出立地補助金等をはじ
めとした設備投資補助制度等を用いつつ、これに加えて、事業所・事業用地の
確保、人材確保に向けた採用活動支援、本社から派遣される外国人経営者
等の居住先の確保や銀行口座の開設のサポ－ト等、きめ細やかな対応を強化
することで、継続的な投資の誘致の確度を高めることができる。

Ⅰ. 福島編
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1－1) 誘致タ－ゲットとすべき外国企業の業種
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1－1)－① 福岡県の現状認識
o 福岡県には、九州地方での半導体産業の発展を背景に、ソフトウェア設計、LSI
設計等に関するノウハウが集積されてきた。

o これに加え、90年代半ばに、IT系人材の育成を行うクリエ－タ－養成スク－ル
「デジタルハリウッド」を福岡県が誘致する等、人材の育成も積極的に行ってきた
ことで、成長著しいインタ－ネット事業の開発に携わる層が、拡大を続けていった。

o 加えて、民間との連携関係も集積に拍車をかけた。安川電機や九州大学等、
産官学の連携により設立した「福岡県ロボット・システム産業振興会議」や「福岡
県Ruby・コンテンツビジネス振興会議」等では、それまで培ってきたロボットや半導
体関連の技術ポテンシャルを活用し、高齢化やエネルギ－等の社会課題解決や、
ITの進化による生活環境の変化等に伴う、新しいニ－ズに対応したロボットやシ
ステムの開発と導入が進められている。

o さらに、近年では福岡市におけるスタ－トアップ支援の取組も加速しており、これ
により先進性に優れた企業が数多く起業していることが、IoT関連の高度な技術
力の集積につながっている。

o こうした背景から、福岡県としては、それらの地元企業と共同開発に関心の高い
外国企業との技術交流を活性化させることで、IoT関連産業の集積を一層発
展させることを企図している。

o そして将来的には、福岡が「アジアにおけるイノベ－ションフロントランナ－」の役割
を果たし、新しい技術や製品を次々と生み出せる先端成長産業拠点となること
を目指している。

Ⅱ. 福岡編
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1－1)－③
福岡におけるIoT関連産業の集積・アドバンテ－ジ
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o 福岡におけるIoT関連産業の拡大は、先述のとおり半導体産業の発展に端を
発しており、関連するハ－ド・ソフト両面の企業集積が進んでいる。

o 加えて、産官学が連携して社会課題の解決につながるロボットやソフトウェアの
開発に取り組んできた経緯があることから、大手企業との共同開発や、大学等
の研究開発機関との共同研究等を経て、起業から開発、製造にまでつながる
エコシステムが県内に整っている（図24参照）。

図24． 福岡市IoT推進ラボ 取組の概要

出所：福岡市IoT推進ラボ公式サイト等

Ⅱ. 福岡編
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1－1)－③
福岡におけるIoT関連産業の集積・アドバンテ－ジ（続）
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o 福岡市では、LoRaWANという省電力広域のネットワ－ク環境が構築されてお
り、市内各所でIoT製品の実証実験が可能な環境が事業者に提供されている
等、IoT関連産業を支える特徴的な取組も多い。

o 多様なプレイヤーが参加し、共同で社会実証を行う事により、新規製品のプロト
タイプの検証、新製品・サービスの創出、IoTベンチャーと大手システムインテグ
レータとの連携、IoTベンチャーの与信力向上に貢献する事を目指す取組になっ
ている。

o 福岡県や北九州市はじめ、各自治体レベルで同様の取組も見られる。

①福岡県としてアジアにおけるイノベ－ションフロントランナ－を
目指しており、その中核をなすIoT関連産業の集積を
進めたいというビジョンを有する

②IoT関連産業の市場規模は、今後も拡大が予想される
③外国企業にとっても魅力的な地元大手企業や

研究開発機関と連携したエコシステム等が存在する

これらを勘案すれば、IoT関連産業を福岡県の誘致タ－ゲットとして
設定することは意義が大きいものと考えられる。

Ⅱ. 福岡編





我が国の地域における投資魅力度調査

1－2)－① グロ－バル市場の現況（続）
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o IoTの中で成長領域（産業用途、自動車、医療等）にあっては、欧米諸国
のシェアが大きい（図26参照）。

o その中で、半導体、自動車、ロボット産業を有する福岡県は、特に産業用途や
自動車領域のIoT関連デバイスとの親和性が高い。

o そのため、これら諸国の外国企業を誘致し、産業発展の源泉としていくことが
重要となる。

図26．サービス・製品の国別シェア（IoT市場/ICT市場）

出所：総務省 IoT国際競争力指標（2016年実績）
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1－2)－② 福岡県との親和性

o 福岡県は、これまで主に北欧の国々と友好関係を築いてきた。

o 2014年10月には、2020年東京オリンピックパラリンピック競技大会におけるスウェ
－デンの事前キャンプ地に選ばれている。海外チームの合宿地として、全国で最初
に選ばれた都市が福岡だったことになる。また、フィンランドとの間では、唯一の欧州
直行便として福岡－ヘルシンキ便が就航する等、往来も活発になっている。

o 国ごとのICTのインフラ整備や利活用状況等にもとづくICTインフラの成熟度として
用いられる世界経済フォーラム（WEF: World Economic Forum）が発表す
るネットワーク成熟度指数(Networked Readiness Index)では、フィンランドが
第２位、スウェ－デンが第３位に位置している（表６参照）。

o スウェ－デンやフィンランドは、その財政規模に比して、ICTインフラの整備状況では
世界のトップランナ－となっており、こうした状況を踏まえれば、欧州企業、特にフィ
ンランド企業やスウェ－デン企業は、有力な誘致タ－ゲットとなる。

o これらの国々から先進的なアイデア・技術を持つ外国企業の進出を促すことは、
福岡におけるIoT関連産業の発展に大いに貢献することが期待できる。

表６. 世界経済フォーラム ネットワーク成熟度指数
上位10か国

1. シンガポール 6. オランダ
2. フィンランド 7. スイス
3. スウェーデン 8. 英国
4. ノルウェー 9. ルクセンブルク
5. 米国 10. 日本

出所：World Economic Forum, Networked Readiness Index
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1－2)－③（参考）主な投資・進出の選択肢（続）
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ⅳ）共同開発・共同研究
- IoT関連産業は市場全体も成長段階にあり、新しい技術や製品の開発が
進められている。

- 今後も、IoTの活用領域ごとに、引き続き、開発・研究が積極的に進められる
ことが見込まれる中、他社との共同開発・共同研究は、有効な手段となる。

◦ 新規性・独自性の高い技術・製品の実現
福岡県内の大手企業やスタートアップが有する特徴的な技術・製品をもと
に、より新規性・独自性の高い技術・製品を開発し、競争力の強化や新た
な市場への展開を実現することができる。

ⅲ）合弁の設立
- IoT関連産業においては、投資形態によって、投資額が大規模に膨らむ
可能性があり、単独ではリスクが大きくなる。

- ハードウェアまたはソフトウェアのいずれか、大企業またはスタートアップに近い成長
企業のいずれか、当方または相手側の資力等々、合弁先によって留意事項は
異なるものの、福岡県内企業と合弁を設立することも、１つの方法として有効
である。

◦ 投資額の抑制、リスクの低減
新しい国・地域に展開する際、「合弁」を活用することにより、投資額の抑制
とリスク低減につながる。

◦ 相手企業が持つアセットをレバレッジ
相手企業が有するネットワーク（協力会社、販売網、政府機関等）や
相手企業が保有する設備の利用・共有等が可能となる。
自社で構築する、または賄う際に要する負担を大きく抑制できる。

◦ 相手企業と意思疎通・コミュニケーションが鍵
合弁による海外への進出・投資の失敗要素として、相手企業との衝突・
すれ違い、コミュニケーション不全によるトラブルが含まれる。事前の相手
企業との相互理解の醸成と、十分な意思疎通・コミュニケーションが必要
となる。

Ⅱ. 福岡編
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1－3)－①
一般的な外国企業における意思決定プロセス（続）
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ii) 国内企業と比較した検討ポイント
o 投資・進出において、外国企業が検討する課題を把握し、これらに対する支援
や取組みを、外国企業に対する訴求ポイントとして整理し、伝えることが有効で
ある。（表７参照）

表７. 外国企業に対する訴求ポイント（国内企業との違い）

Ⅱ. 福岡編

訴求ポイント/課題 外国企業 国内企業

立地条件、
アクセス

• 本国や主要海外
マ－ケットとの近接性

• 直行便等の移動手段
• 移動のコスト

• 既に土地勘がある
• 調査が容易

産業集積の
優位性

• 外国企業と取引経験の
ある企業の有無

• 海外展開をしている
企業の有無

• 取引先の有無

人材確保
• 採用手順、時期の相違
• 国内での認知度の低さ
• 言語力・国際人材の環境

• 従前の人材確保と
同様（通常の採用を
行う）

言語の問題 • 外国語でのコミュニケ－ション
が必要 • 問題にはならない

独自の商習慣
• 日本市場や商慣行の理解
• 本国と異なる規制
（働き方、労務管理等）

• 理解が既にある、
または理解が容易

規制・許認可制度
が困難

• 投資・進出の大きな課題
• 多言語対応の照会サ－ビス
が必要（入国管理、銀行
口座等）

• 課題ではあるが、
言語面は問題無し行政手続き

の煩雑さ

外国人の
生活環境

• 外国語対応が可能な教育
機関、医療サ－ビス、災害
時の対応等

問題にはならない
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2－2)－①研究シ－ズ、共同研究の取組
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o 福岡県内は、IoT関連産業を支える理系人材を輩出する大学等の高等教育
機関を豊富に有している。

o 毎年、多くの卒業生を育成・輩出するほか、 IoT関連産業や周辺領域の研究
開発において成果をあげている。

IoT関連産業の人材を輩出する大学等高等教育機関

出所：九州大学公式サイト、西日本新聞記事等

ⅰ）九州大学 （福岡市） KYUSHU UNIVERSITY

- 九州大学は、1867年に創設された九州帝国大学を起源とする国立大学で
あり、IOT領域を支える人材を毎年多数輩出している。

- また、2003年に、芸術工学 (デザイン) を本格的に研究・教育する九州芸術
工科大学を吸収し、幅広くも、特徴的なプログラムを所掌している。

- 福岡県内のIOT企業はじめ成長企業や大手企業、さらには自治体と連携し、
IOTやAI（人工知能）の領域における共同研究も実施している。

- 2019年 QS世界大学ランキング（QS World University Rankings
2019）において、第126位と高い評価を受けており（全体のトップ１％、
日本国内大学の第7位）、年々評価を高めている。

• キャンパス統合に伴い、福岡市と九州大学が連携し、箱崎キャンパスの跡地
を先端技術を活用した次世代社会インフラの街「スマートシティー」再開発を
計画している（図35参照）。

• 敷地全体を、あらゆるモノがインターネットにつながる
IoTやAIを活用できる環境に整備している。

• 敷地内に道路を整備した自動運転の車やバスの
走行、無線通信網を設置したドローンによる無人
宅配等、先端技術等を実験する場として開発して
いく方針となっている。

• 敷地内は、商業やオフィスを中心とした「成長・
活力・交流ゾーン」、住居や医療、福祉、子育て
機能を充実させた「安全・安心・健やかゾーン」、
及び教育や人材育成、コンベンション機能等
を集めた「教育・研究ゾーン」に区分する。

IoT都市化に向けたキャンパス跡地の再開発 “スマートシティ―構想”

西日本新聞記事（2018年06月08日）

図35．再開発計画

Ⅱ. 福岡編
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2－2)－①研究シ－ズ、共同研究の取組（続）

82出所：九州大学公式サイト、株式会社スカイディスク公式サイト等

• 都市の社会課題（幼児・高齢者の見守り、人流・混雑の把握、不審行動の
検知等）の解決に向け、IoT を活用したセンサーでビッグデータを収集し、AI等
のアナリティクスで分析することで課題解決をめざしている（図36参照）。

• 日立製作所のAIを活用した映像解析による市民見守りサービス等をはじめ、
社会実装に向けた研究開発に九州大学、日立製作所、及び総務省による
産学官の体制で取り組んでいる。

IoTやＡＩによる都市の社会課題解決に向けた産学官の共同研究

ⅰ）九州大学 （福岡市） KYUSHU UNIVERSITY

• 工場のIoT化やAI導入におけるセキュリティ面の課題（サイバー攻撃、不正
アクセス、データ盗難等）に対応し、安全運用を実現するための解決策の研究
開発を、福岡県内企業のスカイディスクと、九州大学内のサイバーセキュリティセ
ンターが連携して進めている。

• 具体的には、未知の脅威に対応可能な人工知能の開発、自身で改良していく
人工知能デバイス、ネットワークの下層レイヤにてセキュリティを担保するプロトコル
及びセキュリティデバイスについて研究を行っている。

福岡県内企業との連携
九州大学と日立製作所による実証実験の概要

図36．共同研究のコンセプト（九州大学 × 日立製作所）
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2－2)－①研究シ－ズ、共同研究の取組（続）

84出所：九州工業大学公式サイト等

• 「シニア みまもり＆ヘルスケアIoT事業」として、人の動きや心拍、呼吸等、生体
データを把握できる非接触生体センサを中心に、環境データ用センサ、介護記録
等のテキスト情報も併せて解析することで、介護現場での安全性向上や業務効
率化に貢献する事業の創出に取り組んでいる。

• 高齢化等に関連する社会課題解決につなげるため、日常の見守りのほか、センシ
ングデータをクラウドで解析し、健康増進、介護支援、見守りセンシング事業等を
実現することが目的である。

• 介護施設、病院、一般家庭等、高齢者を見守る現場を市場と捉え、事業化の
方向として、既存事業者に対する技術ライセンス供与、ベンチャー事業体としての
創出等、幅広い出口展開を想定している。

• 今後の方向性は以下の通り。
 高齢者の社会参画度合を高めるためのIoT/AI活用
 体だけでなく心（感情）も見守る社会システム
 感情センシングによる家電イノベーション→エアコン、加湿器、
除湿器、空気清浄機等

 IoT（センサー＆AI）により病気になる前の行動変容を促し、
健康寿命を重視したサービス

 高齢者向けのIoT技術を、幼児の見守り等にも展開 等

IoTを活用した社会課題解決型サービスの開発と事業化 #1

非接触生体センサによるモニタリング（イメージ図）

非接触生体センサ
※九州工業大学発
ベンチャーが商品化

ⅱ）九州工業大学（北九州市、飯塚市）KYUSHU INSTITUTE OF TECHNOLOGY

Ⅱ. 福岡編

図38．取組み事例 非接触生体センサによるモニタリング
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o 福岡県内は、国立の工業高等専門学校が計３校あり、工業領域の専門性を
持った人材を輩出しており、卒業生に対する需要も非常に高い。

理系人材を輩出する福岡県内の主な工業高等専門学校

ⅱ）国立久留米工業高等専門学校（久留米市）
- 福岡県南部の久留米市に所在する高等工業専門学校であり、国内の高等
専門学校の中でも長い歴史を持つ。構成について、専門学科は機械工学科、
電気電子工学科、制御情報工学科、生物応用化学科、及び材料システム
工学科、また、専攻科が設置されている。

- 2016年度における本科卒業生の就職希望者に対する求人倍率は約28倍
と非常に高い需要があり、直近数年を見ると、この求人倍率は堅調に拡大して
いる。

- 進学を選んだ本科卒業生の進路としては、専攻科や九州地方や福岡県
を中心に全国の大学等に進学している。

出所：国立久留米工業高等専門学校の公式サイト

ⅰ）国立北九州工業高等専門学校（北九州市）
- 福岡県北部にある政令指定都市の北九州市に所在する高等工業専門学校
である。構成について、学科は生産デザイン工学科があり、さらに機械創造シス
テムコース、知能ロボットシステムコース、電気電子コース、情報システムコース、
及び物質化学コースがあり、さらに専攻科が設置されている。

- 本科卒業生の就職希望者に対する求人倍率は約25倍と、毎年高い需要が
あり、IOTに携わる東証１部上場企業をはじめ、多様な企業に採用されている。
また、本科卒業生の約半数が専攻科や国立大学の工学部等に進学している。

出所：国立北九州工業高等専門学校の公式サイト

ⅲ）国立有明工業高等専門学校（大牟田市）
- 福岡県最南部の大牟田市に所在する工業高等専門学校である。
- 構成について、創造工学科、一般教育科、及び専攻科が設置されている。

2017年度の場合、本科卒業生の過半数が就職し、本科卒業生の就職
希望者に対する求人倍率は約25倍と非常に高い需要がある。

- 進学を選んだ卒業の進路としては、専攻科や、福岡県内の九州大学大学院
や九州工業大学大学院、また東京工業大学大学院等に進学している。

出所：国立有明工業高等専門学校の公式サイト
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- 大学院（修士課程・博士課程）の修了生、及び高等専門学校の卒業生を
都道府県別にみると、どのカテゴリーにおいても福岡県は上位に位置していることが
分かる。

- 修士課程の修了生は第６位、博士課程の修了生は第５位、また、高等専門
学校は第３位、と多くの高度人材・専門人材が輩出されていることが分かる
（表８参照）。

高度人材・理系人材の一大輩出拠点としての福岡県

# 修士課程 博士課程 高等専門学校
1. 東京都 東京都 北海道
2. 大阪府 京都府 東京都

3. 神奈川県 大阪府 福岡県
574名/年

4. 京都府 愛知県 三重県

5. 愛知県 福岡県
843名/年 山口県

6. 福岡県
3,374名/年 神奈川県 兵庫県

7. 千葉県 北海道 ⽯川県
8. 兵庫県 宮城県 愛媛県
9. 北海道 千葉県 香川県

10. 茨城県 兵庫県 広島県

表８．大学院（修士課程・博士課程）・高等専門学校 卒業者数 上位１０県

注記：都道府県別は,卒業した大学院研究科または高等専門学校の所在地による。
出所：文部科学省 学校基本調査 平成２９年度 高等教育機関《報告書掲載集計》
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o 福岡県におけるIoT関連産業の特長として、同産業の振興のため、県や県内の
自治体が、国内の他の地域では見られないような、独自且つ先進的な取組を
実施していることが第一に挙げられるだろう。

o 福岡県における行政の取組として、民間企業や学術機関と連携した「産学官
連携によるイニシアティブ」を軸に、IoT関連産業の振興を支えている。

o ハードウェアとソフトウェアを必要とするIoT関連産業の振興を支えるため、福岡県
ロボット・システム産業振興会議、及び福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議、
さらには福岡県IoT推進ラボが設置されている。

o また、Fukuoka Growth Next等をはじめ、福岡市が行うスタートアップの支援
策も、福岡県におけるIoT関連産業のエコシステムを支える仕組みとして、福岡県
内外から、高い評価を受けている。

o これら行政の支援策が存在することは、外国企業を含め、福岡県のIoT関連
産業へ進出・投資を検討・実践する上で大きな支えとなっている。

企業と行政の距離、低い垣根
- 福岡県のIoT関連産業の特長として、官民の距離（企業と行政の距離）が近い
点を挙げる福岡県内企業や投資家の声は多い。

- このような環境のもと、スタートアップを含めて、IoT関連産業に取り組む企業と行政
の間で連携がしやすくなり、実際に先進的な連携の取組にもつながっていることは
外形からも明らかである。

- 行政から、率先的に企業に働きかけようという姿勢も見られ、これが、現在の福岡
県内におけるIoT関連産業の振興につながっている、と断言する声も多い。

- とりわけ、行政機関の長（市長等）がIoT関連産業を盛り上げようと積極的に関与
している点は、福岡市を中心として、福岡県における同産業の発展につながっていると
いえよう。

- このような、国内では類を見ない密接な官民の連携は、福岡県のIoT関連産業
を語るうえでの大きな魅力である。

出所：福岡県、福岡県ロボット・システム産業振興会議、福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議
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③福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議
- 福岡県はクリエーター、デザイナー、また、プログラミング言語Ruby技術者等を
数多く、輩出してきた人的環境をもち、そのメリットとして活かすため、福岡県は、
2012年、産学官連携により「福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議」を
設立した。

- 「開発技術力の一層の向上」、「新たなビジネスの創出」、及び、「有望市場への
展開」といった３つの柱を目的に据えている。

- 最新の開発技術や開発事例の情報提供、ソフトウェア企業とハードウェア企業に
よる交流・ネットワーキングの促進、及び後述の福岡県IoT推進ラボを通じた支援
策により、世界を視野に入れたRuby・コンテンツ産業の育成・集積を支えている。

②福岡県ロボット・システム産業振興会議
- 先進的な半導体やロボット関連の基盤技術を融合・活用し、IoT領域を含め、

新たなニーズに対応したロボットやシステムの開発・導入を促進、県内で新産業
創出を目指すために創設された産学官連携による推進組織である。

- 開発支援関連事業（高まる社会ニーズに対応するロボット関連製品、先端
半導体関連製品等の製品開発・実証等に対する支援）を企画・実施している。

- このほか、製造工程・現場のIoT化の支援、関連イベント（研修・セミナー）の
開催、福岡県内外の出展支援等、及び後述の福岡県IoT推進ラボを通じた
支援策により、福岡県内企業のIoT関連領域への事業展開を支えている。

①福岡県ベンチャービジネス支援協議会
- 福岡県内の中小企業やベンチャー企業の資金調達、業務提携、国内外販路
開拓を一体的に支援し、中小企業等の成長発展を推進することを目的として
福岡県商工会議所に設置されている。

- 同協議会は、ベンチャーキャピタル、銀行、商社、メーカー、証券会社、監査
法人、生命保険・損害保険会社、地方自治体、ベンチャー支援財団はじめ、
合計200超ものビジネスパートナーによって構成されている。

- 主な事業内容としては、ビジネスマッチング支援事業、海外展開支援事業、
他機関との共同・提携事業等を軸としている。

IoTビジネスフォーラム福岡 実証事業のロゴ

出所：福岡県、福岡県ロボット・システム産業振興会議、福岡県Ruby・コンテンツビジネス振興会議

Ⅱ. 福岡編



我が国の地域における投資魅力度調査

2－3) 行政の支援・サポ－ト体制（続）

92

④福岡県IoT推進ラボ
- 先述の福岡県ロボット・システム産業振興会議、及び福岡県Ruby・コンテンツ
ビジネス振興会議、加えて行政側としての福岡県が中心となった産学官連携の
取組である。

- IoTを構成するハードウェアとソフトウェアの技術を組み合わせ、市場の成長が
見込まれる分野（食品・農業、医療福祉、エネルギーマネジメントシステム等）
をターゲットとするIoTプロジェクトを創出し、IoT関連産業の振興に取り
組んでいる。

- 福岡県内企業のIoT関連産業の参入促進、福岡県内各産業の課題解決や
生産性向上を目指している。福岡県IoT推進ラボは、主にニーズの掘り起し、
先進プロジェクトの推進市場開拓支援、及び人材育成に取り組んでいる
（表９参照）。

主な取組 取組事例概要

ニーズの
掘り起こし

o 福岡県IoTプロジェクト推進会議の開催
IoT活用が期待される分野で存在するニーズを掘り起こし、
先進的なIoTプロジェクトを創出する取組を行っている。

o ワークショップの開催

先進プロ
ジェクトの
推進

o IoTプロジェクトの推進
先進的なシステム開発を複数件選定し、支援する取組。
2016年から開始し、既に製品化や販売開始にまで至っている
ものもある。

o IoT試作検証工房
糸島リサーチパーク（前原市）の「社会システム実証センター」
において、IoT関連製品の試作開発に要する機器を備えた
「IoT試作検証工房」を設け、企業のIoT機器の開発を支援し
ている。

市場開拓
支援

o 開発製品等の出展支援
福岡県内IoT関連企業が開発した製品・システムの販路を
拡大するため、IT技術やエレクトロニクスに関する国際展示会
CEATECジャパン等における出展をサポートしている。

人材育成

o IoT技術者向け研修会
IoT技術者向けのセミナーを企画・実施している。

o IoT導入促進セミナーの開催
IoT導入を検討している企業等を対象にIoTビジネスモデルセミ
ナーを開催している。

表９． 福岡県IoT推進ラボによる主な取組、その概要

出所：福岡県、福岡県IoT推進ラボ
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⑤官民共働型のスタートアップ支援施設 FUKUOKA GROWTH NEXT

- スタートアップが集い、成長するプラットフォームとして誕生した官民共働型のスタート
アップ支援施設であり、民間企業が主体となって、福岡市と連携しつつ運営されている。

- 創業から事業化、事業拡大までをサポートし、IoT関連産業を含め、福岡県発の
スタートアップを支えるエコシステムを作り上げている。

- 廃校の小学校を活用し、教室や会議室だった部屋をチームルーム、シェアオフィス、
コワーキングスペース、会議室として、スタートアップが利用できる。

- また、施設面のサポートの他、弁護士はじめ専門家が滞在し、入居企業は、それら
専門家のアドバイスを受けることができる等の環境を提供している。

- IoT関連産業の振興を図るうえで、スタートアップの活躍が重要となる中、スタートアップ
の育成を支えるFukuoka Growth Nextの役割・実績に対する評価は非常に高く、
Fukuoka Growth Nextの存在は福岡県の大きな魅力である。

表10． Fukuoka Growth Nextの主な取組

出所：Fukuoka Growth Next

主な取組 取組事例概要

カンファレンス 上場企業や成功企業を実際に招き成功や失敗した
体験を学ぶ場を提供

ピッチコンテスト 連携先ベンチャーキャピタルやメンターに対しプレゼン
テーションを行う場を設け、投資機会を提供

メンタリング 連携先ベンチャーキャピタルのキャピタリスト等がメンタリ
ングを行い成長機会を提供

スキルアップ
＆モチベーションアップ

スタートアップに必要となる専門的な知識を深め、実
現性を高めるためのセミナーを開催

交流会・ミーティング 会員同士、または会員と外部企業の交流会やミー
ティングを定期的に実施

awabarミートアップ 会員、起業家、外部の企業、学生との常設のミート
アップの場を提供

図43． Fukuoka Growth Nextの外観、内装
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⑥福岡県海外企業誘致センター INVEST FUKUOKA

- 福岡県海外企業誘致センターは福岡県庁内に設置され、福岡県への投資及び
ビジネス拡大を計画している海外企業に対して、以下のワンストップサービスを提供
している。
◦ オフィスや住居等の不動産、インフラ、雇用に関する情報提供
◦ パートナー候補となり得る地元企業の紹介
◦ 福岡県及び県内自治体のインセンティブの紹介
◦ 工場やオフィスの候補地の紹介と立地までのサポート
◦ 会社設立にかかる登記及び各種登録、地元スタッフの雇用、行政書士、
司法書士、会計士、通訳等各専門家の紹介

◦ 福岡の地元企業とのビジネスマッチングの機会の提供
◦ 拠点設立後の長期的なビジネスサポート

- 福岡県内の自治体（県内の市町村）による取組や工業団地における支援施策に
ついても、情報を一元的に提供している（図44~45参照）。

出所：福岡県海外企業誘致センター Invest Fukuoka

図45．インセンティブ・支援策の紹介（英語）

図44．福岡県海外企業誘致センター英語版パンフレット（一部）
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⑦福岡県における行政の支援政策

補助対象領域： 製造業、ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、
インターネット・データ・センター等

補助の上限額： 5億円（場合によっては10億円）
• 製造業・事業施設について、施設の移転、新設・増設にかかる設備投資額、
業務施設・設備機器の貸借額、雇用費用に、一定の補助率の範囲内で
補助するもの

• 特定業務施設として本社機能部門（調査・企画部門、情報処理部門、
研究開発部門等）を有する施設について、移転、新設・増設にかかる設備
投資額、業務施設・設備機器の貸借額、雇用費用に、一定の補助率の
範囲内で補助するものであり、上記と併用可能

ⅰ）福岡県企業立地促進交付金【補助金】
福岡県において活用可能である主な支援政策は以下の通り（一部）。

注記：2018年末時点の支援政策であり、今後変更となる可能性があるため、確認することが望ましい。

補助対象領域： 自動車、IT・半導体、バイオ、環境、ロボット等
補助の上限額： 欧米地域から …20万円

欧米地域以外から …15万円
• 福岡県への進出を検討する外国企業に対する渡航費用を補助するもの

ⅱ）福岡訪問助成金【補助金】

補助対象領域： 自動車、IT・半導体、バイオ、環境、ロボット等
補助の上限額： 15万円
• 福岡県への進出に伴う日本法人等設立登記にかかる費用に、一定の補助率
の範囲内で補助するもの

ⅲ）日本法人等設立支援交付金 【補助金】

対象となる企業： 部品や素材の供給等、特区事業者（無線通信機器
関連のＢｒａｖｅｒｉｄｇｅ、産業用ロボットの安川
電機等を含む特定企業）と取引関係のある福岡県内
で事業を行う中小企業等

補助の上限額： 400万円
• 福岡県内で新設または増設する設備等の購入、設置等に必要な経費に、
一定の補助率の範囲内で補助するもの

ⅳ）福岡県グリーンアジア国際戦略総合特区 中小企業設備
投資促進事業 【補助金】

Ⅱ. 福岡編
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福岡空港のアクセス
• 福岡空港は先述のとおり、空港に対するアクセスの良さは「アジア No.１」と高い
評価を受けているように、特にアクセスの良さは大きな魅力である。

• 天神や博多等、福岡市街やビジネスの拠点にも立地的に近接しており、中心部
からの所要時間はわずか10分前後にとどまる。

• 成田空港は東京都心部まで、最短でも約35分を要し、羽田空港についても、
モノレール等を用いても、約30分はかかってしまうことと比べると、如何に福岡空港
のアクセスが良いのかが分かる。

• 福岡市街地と福岡空港の移動手段として、国内線ターミナル直下に福岡市街
地下鉄の空港線が設けられ、利用者にとって福岡空港までの負担が非常に小さい。

• また、自動車による福岡空港へのアクセスについても、九州自動車道大宰府インター
チェンジからの所要時間は約15～20分となっており、自動車であってもアクセスが非
常に良い点が分かる。

Ⅱ. 福岡編



3. 魅力を踏まえた戦略策定と
効果的な誘致施策

Ⅱ. 福岡編

3－1) 効果的なPR

3－2) 進出時のサポ－ト、進出後のフォロ－アップ
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① PRポイントの明確化（続）
o オープンイノベーションへの関心が見込まれる中、福岡県にあっては、これまでも
九州大学や安川電機、九州電力等、産学官の有力なプレイヤ－の連携による
ロボット・システム等の産業振興を図ってきた。

o このことは、研究開発機関や大手企業のオ－プンマインドや開かれた事業環境
を備え持っていることを示し、これは福岡県ならではのアドバンテ－ジといえる。

o 外国企業とのオープンイノベーションの取組を更に進め、連携事例を積み重ね、
的確に発信することにより、開かれたビジネス環境のアピ－ルにつながる。

o 例えば、安川電機はそのような連携に取組む好事例となるだろう（図49参照）。

② イベント・仕掛けづくり等のPR手法
o 先述のとおり、IoT関連産業は成長著しい分野であり、意思決定のスピ－ドが
重視される。特に欧州企業にあっては、トップダウンの意思決定が行われる傾向
が強く、行政のサポ－トも含め、迅速・確実な判断を求められる。

o その点、福岡はスマ－トシティの先進的な取組や成長を加速させる再開発の
展開等、外国企業の期待に応えるスピ－ド感をもって施策を打っているものの、
トップを活用した効果的なアピ－ルが有効と考えられる。

o 具体的には、海外でのセミナ－等の機会を活用して、IoT関連産業の成長性
やスタ－トアップ支援、オープンイノベーションの取組等を首長自らがトップセ－ル
スを行い、外国からの投資を歓迎するという姿勢を発信することが有効である。

o 加えて、トップセールスを行ったイベント等でのビジネスマッチング後のフォロ－アップ
も重要となる。結果的に進出に至った場合、至らなかった場合、いずれにしても、
その要因を適切に分析し、外国企業誘致における強みの置き方、タ－ゲットの
定め方等が適切だったかどうかを検証することで、セールスの改善につながる。

o そのため、そうしたイベント後のフォロ－アップまでを一連のプロジェクトとして計画
していくことが重要である

図49．安川電機 オープンイノベーションの取組

出所：安川電機 YASKAWA レポート 2017

Ⅱ. 福岡編
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o 投資の検討段階にとどまらず、進出時のサポ－ト・進出後のフォロ－アップも
重要である。

o 地域に進出する外国企業の意思決定において、自治体の支援の手厚さは、
大きな要因の１つになる。

o その点、ベンチャ－企業のビジネスプラン作成からビジネスマッチングを含めた展開
まで、一貫して支援を行う「福岡県ベンチャ－ビジネス支援協議会」や弁護士や
税理士、コンサルタント等の専門家による会社設立手続きに関する無料相談の
提供等を行う「フクオカ グロ－バルスタ－トアップセンタ－」を含めた「Fukuoka 
Growth Next」の存在等、福岡の充実したサポ－ト体制は大きなアドバンテ
－ジである。

o なお、スタ－トアップが主となるIoT関連企業の誘致においては、福岡県だけで
なく、福岡市が有する施設や支援サ－ビスも有効であるため、それらを活用し、
またPRすることが有意義である。

o そのため、外国企業誘致における既存の福岡県と福岡市との連携の取組を
活用するのであれば、福岡県海外企業誘致協議会の体制強化や連携内容
の見直しも１つの選択肢になり得る。

o なお、近接自治体が広域で連携し外国企業誘致に取り組む例は日本国内
だけでなく海外でも存在するため、その取組は参考になり得る。

＜参考＞
経済産業省委託調査
平成２７年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業
「諸外国における対内直接投資促進施策の実態調査報告書」
http://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2016fy/000071.pdf

・オランダ アイントホ－フェン都市圏 （p.76－87）
・オランダ 西オランダ地域（デン・ハ－グ市）（p.88－96）

Ⅱ. 福岡編



Ⅲ.オープンイノベーション編



1 オープンイノベーションの現状

1－1） 存在感を増すオープンイノベーションの取組

1－2） オープンイノベーションのプレイヤー

Ⅲ. オープンイノベーション編













2 オープンイノベーションの先行事例

2－1) 宮城県・仙台市における先行事例

2－2) 宮城県・仙台市における取組のまとめ

Ⅲ. オープンイノベーション編
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指定国立大学法人への指定
o 東北大学は世界最高水準の教育研究活動環境を有する国立大学として、東京
大学や京都大学と並び、指定国立大学法人に選定され、その研究活動は国内外
で高く評価されてきた。

o 指定国立大学法人構想の一つとして、「イノベーションを先導する世界的産学連携
研究開発拠点の構築」を掲げており、従来から注力してきた産学官連携活動を、
さらに強化している。

産学官連携の取組
アンダーワンルーフ構想によるイノベーションの推進
o 東北大学学内に分散する産学連携組織を青葉山新キャンパスに集中・集約化し、
アンダー・ワン・ルーフ型産学共創拠点を形成、社会実装の加速とイノベーションの
先導を推進している。

次世代放射光施設を活用した科学技術イノベーション創生
o 次世代放射光施設の整備を契機に、青葉山新キャンパス内のサイエンスパークに
おいて、世界的に競争力の高い民間企業を大規模に集積し、我が国最大規模の
リサーチコンプレックスの形成を目指している。

図54．東北大学 指定国立大学法人としての将来構想

出所：東北大学

2－1) 宮城県・仙台市における先行事例

Ⅲ. オープンイノベーション編
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東北大学流オープンイノベーションの戦略的展開
o オープンイノベーション戦略機構を2018年12月に新たに設置。既に自立的経営
を実現している国際集積エレクトロニクス研究開発センター（CIES）の産学コン
ソーシアムの仕組みをモデルに設計されている。

o オープンイノベーション戦略機構がハブとなり、東北大学を核として、異分野の複数
企業が参画するイノベーションエコシステム形成型産学連携モデル（B-U-B連携）
を志向している。

o 東北大学が国内外に秀でた強みを持つ、ライフサイエンスとマテリアルサイエンスを対象
に、企業による事業化や製品・サービス開発に近いフェーズ（研究よりも開発段階が
進展したフェーズ）において、オープンイノベーションを展開することを目的としている。
※B-U-B連携：Business-University-Business連携。東北大学をプラット
フォームとして多企業が参画するイノベーションエコシステムの形成を目指す。

事業性が高いプロジェクトの企画・推進
o 産学連携機構から、企業の現場ニーズと大学の研究シーズをボトムアップで収集
しつつ、オープンイノベーション戦略機構が、より事業性が高いプロジェクトを戦略的
に企画・推進する機能を持つ（図55参照）。

o オープンイノベーション戦略機構は、企業経営層とビジョンを共有、より事業戦略に
資するプロジェクト、より社会に対するインパクトが大きいプロジェクトを推進する機能
を持つ。

Ⅲ. オープンイノベーション編

出所：東北大学オープンイノベーション戦略機構

図55．オープンイノベーション戦略機構と産学連携機構が担う機能
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取組の概要
o オランダに本社を置くフィリップスの日本法人である、フィリップス・ジャパンは、

2018年に東北大学と、ヘルスケア共同研究における包括的提携を締結した。
o 同2018年に、大学病院内にCo-Creation Satellite、さらに翌2019年に、
イノベーション研究開発拠点としてCo-Creation Centerを設立することとなった。

o 世界屈指のヘルスケア企業のフィリップスと東北大学を軸とする、ライフサイエンスを
テーマとするオープンイノベーションの取組として注目を集めている。

背景
o “高齢化“の課題先進国として、日本における医療現場、健康・予防領域のアン
メットニーズ（未充足の課題）を解決する、新しいソリューションやサービスモデル
の創出を日本法人が主体的に検討していた。

o 高齢化による医療費増大や医師不足が特に進んでいる東北地方、その中心
として宮城県・仙台市を、イノベーション創出と発信の場として注目していた。

o また、東北大学は指定国立大学として、「未来型医療の推進」をイニシアティブ
として掲げており、また、複数の学部を持つ総合大学として、フィリップスの戦略や
研究開発の取組との親和性がとりわけ高く、従来より注目していた。

o 2017年頃から、同社と東北大学が連携を取り、提携に至った。企業と大学の
連携が主導する形で、現在のオープンイノベーションの仕組みができたことになる。

o 行政に目を向けると、宮城県や仙台市の熱意、また、進出時の提案等のソフト面
のサポートもあり、加えて、ソリューション開発に必要となる関係者間のつなぎ役を
自治体側が前向きに担っている環境も前向きな要因となった。

図56．東北大学とフィリップスによる協業

Ⅲ. オープンイノベーション編
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研究開発拠点のコンセプト
o 新たな成長源を創出する上で自前でできることの限界を見越し、より多様な
プレーヤーとの接点・連携の場を、東北大学、宮城県、仙台市等と、一緒に
立ち上げた（図57参照）。

o 医療現場において分断されている企業と実務者の間をつなぐ場として、2018年
6月に開設されたCo-Creation Satelliteは、現場ニーズの把握とソリューション
開発に向けた協業の場として機能している。

o また、2019年5月開設のCo-Creation Centerは先進的な取組として、国内
外から注目されている。その先進的なコンセプトは以下の３つの柱で構成されて
おり、オープンイノベーションを志向する企業や大学から、先行的なモデルコンセプト
として注目が高まっている（表12参照）。

図57．フィリップス オープンイノベーションに向けた施設

出所：東北大学病院臨床研究推進センター、フィリップスジャパン等

コンセプト 概要

1. 異業種が集う場
•パートナーが業種を超えて集う場を設ける。
•コミュニケーションの活性化により、新しいソリューション
やサービスのモデル創出につなげる。

2. 知を創りだす場

•顧客視点の創造性を向上させ、議論の活性化を図る
ため、ワークショップ型のデザインシンキング環境やバーチャ
ル設備を設ける。

•アジャイル型開発を促進するため、新しいアイデアを迅
速・適応的に試作する環境・機器を導入する。

3. 技術を体感する場
•ヘルステック領域の新規技術や体感型ショースペース
を設ける、また、パートナーとも共有する。

•技術体得や創造性向上のため、トレーニングスペース
を設ける。

Co-Creation Satellite Co-Creation Center（イメージ図）

Ⅲ. オープンイノベーション編

表12．PHILIPS Co-Creation Centerのコンセプト
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地方自治体の関与
o 宮城県や仙台市等、地方自治体は産学連携やイノベーションを促進すること
を目的に、それぞれ連携/個別に、支援策を企業（大企業、中小企業・ベン
チャー企業）や大学に対して提供すること等により、側面支援を行っている。

宮城県によるイノベーション支援策
o 宮城県は、主に宮城県内事業者や宮城県に立地する外国企業を中心として、
県内における産学連携やオープンイノベーションの促進を支援している。

• 産学官連携/オープンイノベーションの推進のため、宮城県の職員を東北
大学産学連携機構へ派遣。産学連携機構の参画企業が技術面や
ビジネス面のニーズや課題を持っている場合、このようなニーズ等に合った
企業とのマッチングを支えるため、ニーズに合致しそうな県内企業を紹介。
宮城県庁の広いネットワークを活かすことで、東北大や企業間をつなぐ
「橋渡し役」となっている。

• 主に宮城県内のスタートアップやベンチャー企業を対象に、大学と共同
研究ができる東北大学連携ビジネスインキュベータ（T-Biz）の入居
費用を一部補助

• 主に宮城県に進出する外資系スタートアップや外資系ベンチャー企業
を対象に、宮城県外資系企業立地補助金制度を創設し、日本法人
設立時に必要となる法人登記費用等諸経費を補助 【予定】

• 公設試験研究機関として、宮城県産業技術総合センターを運営し、
研究開発、試験分析、技術支援やワンストップの技術相談等を提供

• 外国企業を数十社規模で定期的に招へいし、宮城県内企業とのビジ
ネスマッチングや協業支援を実施

o 宮城県はかねてから、研究開発やイノベーションを支える施策を継続しており、
支援実績も蓄積がある。この支援対象となった宮城県内企業の中には、大手
外国企業からの評価も高く、協業・連携を打診された企業も既に存在する。

仙台市によるイノベーション支援策
o 仙台市は、長期経済計画として、5年間を見越した、経済成長戦略2023
（2019～23年度）を掲げている。

o この戦略において、「地元企業の更なる成長」、及び「地域経済が成長するため
の基盤づくり」、これらと並んで、「イノベーションによる新たな成長の促進」を柱に
据えている。

o これらの取組に対しては、それぞれ成果指標(KPI)が事前に設定されており、
継続的なモニタリング時の評価軸として利用されている。

Ⅲ. オープンイノベーション編
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「イノベーションによる新たな成長の促進」に向けた取組内容
o 仙台市は、経済成長戦略2023 「イノベーションによる新たな成長の促進」として、
以下の取組を通じ、新たな製品・サービスを100件開発することを掲げている。

o 仙台市内のICT企業、国内外の大手企業、大学等の連携を基礎に、様々な
地域課題の現場をかけ合わせ、イノベーション進展と事業化を推進し、Society 
5.0社会の実現に繋げることを掲げている。

• オープンイノベーションによる新規事業の創出 【施策１】
国内外の大手企業や大学との連携枠組み等を活用し、ICT企業と介護
業界、農業・水産業等の地域産業との連携によるイノベーション、地元IT
企業の成長分野（IoT、AI、AR/VR、5G）への参入促進

• 民間事業者等との連携による実証実験及び社会実装の推進 【施策２】
規制のサンドボックス制度や国家戦略特区の枠組みの活用等による実証
実験と社会実装の推進

• イノベーションの基盤となる成長性の高いICT関連企業の集積促進 【施策３】
成長性が高く、付加価値、波及効果の高いICT関連企業の誘致や、
関連分野での起業、新事業創出の促進

• ICT人材の確保・育成 【施策４】
業界団体との連携によるICT産業の即戦力人材研修プログラム、最新技術
に対応した高度ICT人材の育成、ICT/ゲーム分野等の若手エンジニア、
クリエーターの育成、市内教育機関との連携による地場ICT企業の人材
確保支援

ケアテックにおけるイノベーション支援、海外への展開
o 日本同様に高齢化を抱えるフィンランド政府との国際共同プロジェクトとして、
“仙台フィンランド健康福祉センタープロジェクト”を立ち上げ、介護面の課題解決
に資するイノベーションを実現するため、介護とITの融合として、「ケアテック(Care 
Tech)」の促進を本格的に開始している。

o この取り組みの中で開発された事業・ソリューションは、同様の社会課題を抱える
海外に対して、輸出することが念頭に置かれている。

Ⅲ. オープンイノベーション編
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o 東北大学、フィリップス・ジャパンを中心とする、宮城県・仙台市のケースについて、
その構造を見ると、以下の特徴が挙げられる。

o これらは、なぜ、宮城県・仙台市における東北大学とフィリップスのケースにおいて、
オープンイノベーションの仕組みが構築されるまでに至ったのか、その理由・要因
として、各プレーヤの意見・見解も一致している点でもある。

o 地方自治体としては、国内外の企業にとってのオープンイノベーションの拠点として
新たな投資・進出を後押しする魅力として、これらの要素を評価・発信する際の
参考となる。

主な特徴（宮城県・仙台市における東北大学とフィリップスのケース）

1) 東北大学が指定国立大学法人として、ライフサイエンス領域
を中心に秀でた研究開発力や研究開発等施設を有すること
> 企業にとって連携するメリットが大きい大学が存在

2) 国内外で定評・競争力を持つフィリップスが関与していること
> 大学・他企業にとっての研究開発～事業化上のメリットが存在

3) フィリップス・ジャパンの研究開発戦略の対象領域（高齢化）に、
宮城県・仙台市が抱える社会課題が一致していたこと
> 地方の社会課題と、企業戦略との合致

4) 宮城県内・仙台市内企業や東北大学発ベンチャー等、大企業や
大学を支える高度・独創性のあるアイデアを持った中小・ベンチャー
が存在していること
> 独創性のあるアイデアを持った企業群、その拡張性の存在

5) 地方自治体（宮城県、仙台市）による、企業や大学に向けた、
産学官連携/オープンイノベーションの支援制度が整えられていたこと
> 地方自治体による支援策の存在

6) プレーヤー（東北大学、フィリップス・ジャパン、宮城県・仙台市）
間で、人的なネットワークがあったこと
> 属人的なつながり・ネットワークの存在

7) 事業環境・立地環境・住環境、都心からのアクセスが良いこと
> 地理的な好条件の存在

2－2) 宮城県・仙台市における取組のまとめ

Ⅲ. オープンイノベーション編
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Ⅲ. オープンイノベーション編

外国企業誘致における魅力としてのオープンイノベーション
o 宮城県・仙台市の先行事例からは、オープンイノベーションの取組がその地域の
魅力として外国企業進出の判断材料となり得る、という示唆が得られる。

o 外国企業誘致に活用可能な魅力は、以下のとおり整理できる（図59参照）。
o 特に、研究シーズの豊富な大学や資金力・ブランド力を持つ大企業（先行事例
ではフィリップスであったが、一般に外国企業に限らない）といったポテンシャルを有
する地域においては、オープンイノベーションの取組を切り口とした外国企業誘致
施策を検討することが有効である。

図59．外国企業誘致に活用可能なオープンイノベーションに関する魅力

大学・地元研究機関等のシーズの活用

大企業、中小・ベンチャー、大学の相互補完による
国際競争力（Win-Win-Winの実現）

地域の関係機関の連携した取組を通じた
オープンイノベーションのハブ/プラットフォームとしての

国内外の広範な企業に対する波及力・誘因力

研究開発フェーズから事業化まで、地方自治体の長期的な
産業形成・育成につながる息の長い経済共同体の創造

地域の社会課題解決に向けた検証の場の存在

外
国
企
業
に
訴
求
可
能
な
魅
力

地域の経済環境の変革にまで波及しうる、
長期的なビジネスを展望可能
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o 先述のとおり、企業がイノベーションを実現するうえでは、“イノベーションの自前
主義”から脱却し、革新性のあるビジネスモデル、製品・サービス開発につながる
オープンイノベーションの必要性が高まっており、この点は日本企業でも、外国企
業においても、相違はない。

o 日本、特に地方をオープンイノベーション拠点として、投資・進出を促すうえで、
主に、オープンイノベーションに向けたイニシアティブの存在、異業種・多様な
プレーヤーの存在（企業、大学、地方自治体）、その拡張性、社会課題
に対する有益な情報・データへのアクセス、また、地方自治体における支援
の存在が主なPRポイントになるだろう。

o 特に、オープンイノベーションの取組・仕組みの“信頼性“を担保する要素として、
大企業の存在が重要となる。

o このような大企業が存在する場合は、積極的にPRすることが有効であり、仮に、
まだ、このような大企業が存在しない場合は、国内外問わず、大企業に対して
オープンイノベーションの取組への参画を働きかけることが重要となる。

Ⅲ. オープンイノベーション編
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Ⅲ. オープンイノベーション編

効果的なPR方法

o オープンイノベーションの取組をPRするにあたり、複数の大学や企業、及び地方
自治体が関わる中、有効に相手方に伝えるため、PR内容、発信チャネル・発信
主体について、一定程度の統一性・一貫性を保つことが重要となる。

o 国内でも散見される例として、メッセージの不和、専門用語・略語の多用、個別
具体的な取組に説明が終始する等が見受けられるが、プレイヤー間の一体感や
連携を損なう印象を与え、ひいてはオープンイノベーションの共同体の信頼性に
ネガティブな印象・影響を与えてしまっているケースもある。

o 他方で、大学や企業を主体とするPRは、そのPRに要する費用面や労力・人材面
の負担の所在、PR内容の包括性の観点から、参画しているプレイヤー間で公平性
のあるPR内容・発信方法にすることは困難かつ調整には手間・負担がかかる。

o このように、多数のプレイヤーが参画している状況では、公益の観点と大局観のもと、
オープンイノベーションの取組をPRするうえで、地方自治体の果たす役割は大きい。

o この役割は企業や大学が代替することは難しく、地方自治体がオープンイノベーショ
ンの枠組みの中でも、とりわけPRを能動的にリードすることが重要である。

o また、大企業や大学の関与がない限り、国内外に対する有効なPRを行うことは
容易ではない中、地方自治体のPR能力を向上させ、機会を最大限活用すること
が重要となる。

図62．効果的なPR方法（3つの要素）

明確性・簡潔性

統一性・一貫性

適時性

メッセージ内容が過度に専門的であったり、
個別具体論に陥らず、シンプル・分かりやす
いことが重要

様々なプレイヤーがいる中、PRの内容、
発信チャネル・発信主体等が頻繁に変わ
らないことが重要

オープンイノベーションの成果・取組状況、
参画状況は時と共に変わる。その変化や
アップデートを適時に発信することが重要
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3－3) 進出時のサポ－ト、進出後のフォロ－アップ

進出時のサポ－ト、進出後のフォロ－アップに対する期待

o 進出時に地方自治体に期待されるサポートとしては、金銭的/非金銭的な
支援策のほか、関係者・プレーヤーとの紹介・橋渡しの重要性が大きい。

o この点については、地方自治体特有の公益性・公正性に対する信頼感、
ならびに幅広いネットワークを活かしたマッチングに対する期待が大きい。

o 具体的には、地域社会との接点が少ない外国企業がオープンイノベーションの
プレイヤーとして参画するに当たっては、必要とする技術を持つ他企業の紹介と
いったマッチング機能等のサポートが必要とされる。

o また、進出後のフォローアップにおいても、継続的な関与が重要である。

o マッチングを行い、進出まで見届けた時点で関与を終了してしまうのではなく、
アイデアの事業化等を進める上で必要なフィールドとなる現場の紹介や、実証
実験のための環境整備をする等、地方自治体としての積極的な取組がポイン
トとなる。

o 企業が関心を寄せる社会課題に対して、地方自治体としての問題意識を持ち、
課題解決に向けた熱意を持っているかについて、ターゲットとなる外国企業も非
常に重視している。そのため、まずはそうしたスタンスそのものを固め、行動をもっ
て熱意を伝えていくことが重要である。

Ⅲ. オープンイノベーション編


